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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、福祉国家の日本における特質を解明しようとするものである。3部10章からなる構成のう
ち、第Ⅰ部では福祉国家を分析する際の理論的アプローチの分析、第Ⅱ部では日独比較を踏まえた
福祉政策の分析、第Ⅲ部では日本行財政構造の特質の考察が行われ、最後にまとめられて、福祉国
家の日本的特質の形成要因が明らかにされる。日本の福祉国家にたいし、理論分析、政策分析、国
際比較の手法でアプローチしようとするものである。 
第Ⅰ部では、福祉国家の本論文での定義を与えたうえで、福祉国家の収斂仮説、類型論の展開、
日本のマルクス経済学の福祉国家論、厚生経済学的福祉国家論、制度派経済学のアプローチを考
察し、自生的秩序の形成を分析できる進化的アプローチの重要性が主張される。そのうえで、日本の
比較対象としてドイツに着目しつつ、社会は、企業、政府に加え互酬的組織の三つの集団からなると
の独自の社会像が提示される。 
第Ⅱ部の政策分析では、年金、医療・救貧、介護保険について、日独比較によりつつ日本の特徴
が明らかにされる。この三者の日独の展開に共通してみられるのは、ドイツでは相互扶助に起源をも
った補完性原理（より小規模な社会構成単位に優越権があり、大規模な団体はそれを補完する義務
を負う）が存在しているのにたいし、日本では国が作り上げた制度の枠内で福祉団体や自治体がサー
ビスを提供する傾向が強いということである。 
第Ⅲ部では、地域の視点から、日本財政の特徴の一つといわれる、資本支出比率の高さの形成要
因、社会サービスの外部化とその受け皿の現状、過疎地の福祉行政の課題について検討される。後
進地域では主として租税資金による公共投資が行われたが、大都市では主に受益者負担的な投資
が行われた。社会サービスの外部化では、日本ではＮＰＯ、地縁団体ともに受け皿とはなりにくいこと、
過疎地の福祉行財政では、事例をもとに困難に直面する地方自治体の現状が紹介される。 
 第10章では結論が展開される。日本の福祉国家の特質は、民間慈善組織の形成が弱く労働運動と
も関係がないなか、権利や責任の概念を有する社会サービスが民間ではできず、国の機関委任事務
として福祉サービスが行われることになった、という歴史過程に由来する。日本の福祉国家は、社会の
内的動因を欠いているがために、中央政府が支えていかなければ維持していけないシステムであると
まとめられる。 
ここからわかるように、本論文は、財政社会学の手法に基づき、制度分析や進化的アプローチに着
目しつつ、日本における福祉国家の特質を解明しようとすることに特徴がある。とくに実証面では、ドイ
ツの歴史実証分析を他方に置きつつ、日本の特質を明らかにしようとする点に特徴がある。その結果、
ぺストフの三角形などを超える独自の社会像を提示し、福祉国家の国別の違いを明瞭に把握できるフ
レームワークを構築したこと、公共投資の地域類型の要因を解明したこと、日本の福祉国家の特質を
補完性原理がないことに求め、中央集権的福祉国家の限界を明らかにしたこと、などの成果をあげて
いる。とくに最後の点は、他の諸国でも同様の傾向が見られることから、福祉国家論研究の進展に大
きく寄与する成果であると評価できる。 
しかし、社会の三つの構成要素の一つとされる互酬的組織の定義に曖昧な部分が残っていること、
比較の対象がドイツに偏りすぎていること、などの問題もある。とはいえ、これらは独自な社会像の琢
磨や実証基盤の充実による、本研究のいっそうの発展可能性を予想させるものであり、本研究成果の
貢献自体を損ねるものではない。 
よって、本論文は「博士（経済学）」を授与するに値する論文であると判断した。 
